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研究成果の概要（和文）：本研究では、コンテンツ産業へのヒアリング調査とともに、コンテンツビジネスの流
通フローについて、消費者選好によって小売をはじめとする流通フローが決定され、産業構造が再編されるとい
うボトムアップ型アプローチを試みるため、Webアンケート調査サービスを活用した音楽流通および出版流通に
対する消費者の意識調査およびAHP分析を実施した。

研究成果の概要（英文）：In this research, interviewed the content industry workers, conducted 
consumer questionnaires on publication distribution and music distribution in order to confirm 
changes in distribution flow of contents business from the viewpoint of consumers, analyzed using 
AHP method .

研究分野： 経営情報
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 近年の情報通信技術の発展は、わが国のコ
ンテンツビジネス（音楽・出版等）の制作・
流通フロー、とくに小売業の在り方を大きく
変えている。例えば音楽産業では市場全体が
急激に縮小する中、小売形態として新しく登
場した音楽配信プラットフォームは急成長
しており、その産業構造の転換へとつながっ
ている。また出版産業においても電子書籍の
登場によって、産業構造全体の見直しの議論
がすすめられている。 
 しかし、コンテンツビジネスのデジタル配
信市場自体は萌芽的な段階にあることから、
直接関連する体系立った理論的・実証的研究
はあまり見受けられず、とくに消費者からみ
たコンテンツ流通（小売）に関する学術的ア
プローチは乏しい。 
例えば、課金・配信などのプラットフォー

ムレイヤーについてはMulti-Sided Platform
理 論 を 応 用 し た 実 証 研 究 （ Evans and 
Schmalensee ［ 2007 ］ Catalyst Code: The 
Strategies Behind the World's Most Dynamic 
Companies など）や、音楽産業については勝
本雅和,小谷将之[2007]「イノベーションと
インスティテューションの相互作用:音楽産
業の計量分析」、出版産業では佐々木俊尚
［2010］『電子書籍の衝撃 本はいかに崩壊
し、いかに復活するのか？』などは見られる
が、市場、流通についての本格的な研究論文
はまだ少ない。 
 また、コンテンツビジネスのデジタル配信
市場への先行研究では、平松綾子,山崎高弘,
能勢和夫[2007]「音楽配信サービスにおける
購買行動意思決定モデル」、浅井 澄子［2011］
「CD と音楽配信の需要の決定要因」などがあ
るが、現在の流通フローにある小売間を比較
検討するアプローチとしては限定的なもの
となっている。 
 
２．研究の目的 
近年のデジタル・ネットワーク化という潮

流は、わが国のコンテンツビジネスの制作・
流通フローの在り方を大きく変えている。と
くに音楽産業、出版産業におけるデジタル配
信サービスの登場は、独自に発展してきた流
通フローを崩壊させ、産業全体を再構築しつ
つある。 
本研究では、流通フローにある小売に対する
消費者選好がコンテンツ産業全体の在り方
を決めるというボトムアップ型の視点から、
萌芽期から成長期へと向かいつつある音楽
配信サービスや電子書籍を中心にコンテン
ツビジネスの流通フローの分析・比較をおこ
ない、デジタル・ネットワーク時代の取引主
体の特徴や製品特性等を明らかにすること
で、コンテンツビジネスの在り方をみること
を目的とする。 
 
 
 

３．研究の方法 
本研究では、まず音楽産業・出版産業への

ヒアリング調査を経年的におこない、最新の
業界動向を得ていく。同時に Web アンケート
調査を実施して、コンテンツビジネスの流通
フローにある小売に対する消費者選好を適
時に回収し、AHP 手法を用いて「消費者が小
売を選択する際の評価基準」、「各小売への満
足度と総合評価」、「価格設定の評価」、「製品
のアクセシビリティ」等を分析・評価する。
これらの分析結果から、同時点調査での①音
楽流通と出版流通、②店舗型販売とオンライ
ン型販売、③パッケージ型販売とデジタル配
信販売の比較分析をおこなう。これらからわ
が国独自に発展してきた従来のコンテンツ
ビジネスの流通フローがデジタル配信サー
ビスによって変容し、産業構造全体について
も再編される実際を明らかにする。 
 
４．研究成果 
本研究では、コンテンツビジネスの流通フ

ローにある各小売間を消費者視点でとらえ
て、消費者選好によって小売をはじめとする
流通フローが決定され、産業構造が再編され
るというボトムアップ型アプローチを試み
るため、Web アンケート調査サービスを活用
した音楽流通および出版流通に対する消費
者の意識調査・分析を実施した。ここでは「小
売を選択する際の評価基準」と、2016 年度頃
より定着し始めたコンテンツビジネスの定
額制配信サービスを含めた「小売に対する満
足度」という 2つの大項目および各小項目か
らなるアンケート設計をおこない、コンテン
ツ産業において特徴的な出版流通と音楽流
通について、10－60 代の男女を対象にインタ
ーネット調査を実施した（2017 年 3 月実施、
出版：559 サンプル、音楽：555 サンプル）。  
ここからAHP手法をもちいて消費者が小売

を選択する際の各評価基準に対する重要度
と各小売に対する満足度を算出し、その流通
フローにある小売に対する消費者選好を分
析した。 
 
アンケート調査のもと、図１は書籍流通に

おける消費者に選好される小売形態に関す
る階層構造である。レベル 1に最終目標とし
て「消費者に選好される小売形態（書籍）」
を置き、クライテリア部分であるレベル 2に
は、評価基準として 4項目を置いている。さ
らにオルタネイティブ部分であるレベル3の
代替案として、5 項目の販売チャンネルを置
く。そのうえで、各レベルの要素の評価点か
ら一対比較行列を作成し、正規化した固有ベ
クトルから最終的なウェイトを算出する。 
AHP 算出については、まずレベル 2の評価

基準を（A）一般的な書籍－電子書籍間で発
生する辞書・検索、音声読上などの付加的な
機能の優位性等に関する「サービス・製品」、
（B）新刊本や専門書、ベストセラーなどの
取り扱い及び在庫の有無等に関する「品ぞろ



え・在庫」、（C）商品の説明や広告、カテゴ
リー分けによる店舗内検索の容易性に関す
る「販売促進・広告」、（D）同タイトルのも
のでも一般的な書籍－電子書籍間で発生す
る価格差の優位性に関する「価格」の 4項目
についてデータ集計し、最終的なウェイトを
もとめる。 
 次にレベル3の販売チャンネルの代替案を、
①書店、②CVS（コンビニエンスストア）、③
オンライン書店、④電子書籍、⑤定額制配信
サービスの 5項目としてデータ集計し、最終
的なポイントを算出する。 
 上の結果から、各代替案の総合評価をおこ
なったものが図１（添字）である。 
 
図１ 消費者に選好される小売形態に関す
る階層構造（書籍） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 図 2 はアンケート調査のもと、音楽流通に
おける消費者に選好される小売形態に関す
る階層構造である。レベル 1に最終目標とし
て「消費者に選好される小売形態（音楽）」
を置き、レベル 2 の評価基準について（A）
音楽そのものから得られる効用は一定とす
るが、購入特典など付随的に得られる財・サ
ービスに差異等に関する「サービス・製品」、
（B）新曲や定番曲など「聴きたい」と思う
音楽の取り扱い及び在庫の有無に関する「品
ぞろえ・在庫」、（C）曲の説明や広告、カテ
ゴリー分けによる店舗内検索の容易性に関
する「販売促進・広告」、（D）パッケージ販
売とネット配信等の間で差の生じる「価格」
の 4項目としてデータ集計し、最終的なウェ
イトをもとめる。 
次に各販売チャンネルに対する満足度で

は、本アンケートではパッケージソフトを取
り扱う①レコード販売店、②オンライン販売
店、音楽配信サービスを取り扱う③ネット配
信サービス、④定額制配信サービス、そして
③レコードレンタル店、の 5つを主要な販売
チャンネルの代替案としておきデータ集計
し、最終的なウェイトを算出する。 
上の結果から、各代替案の総合評価をおこ

なったものが図 2（添字）である。 
 
図２ 消費者に選好される小売形態に関す
る階層構造（音楽） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
本分析結果より、コンテンツ流通における

消費者に選好される小売形態として、以下を
指摘することができる。 
 
第一に書籍流通においては、現在の小売形

態を選択する際の評価基準として、「価格」
に対するウェイトが大きいことを明らかに
した。伊藤［2011］ではその評価基準として
「品ぞろえ・在庫」が最重要であり、物理的
制約のある店舗型からロングテール手法を
とる無店舗型（オンライン書店）に移行して
いることをみたが、本調査分析では「価格」
を最重要とみることから、ここでは価格差が
生じる物理型（書籍）からデジタル・ネット
ワーク型（電子書籍）への移行を捉えること
ができる。 
次に各代替案の満足度では、「サービス・

製品」、「価格」については電子書籍、「品ぞ
ろえ・在庫」についてはオンライン書店、「販
売促進・広告」については書店に対するウェ
イトが大きいことを明らかにした。2016 年か
ら本格化した定額制配信サービスについて
は、消費者の認知度が高まっていないため低
い満足度となっているが、今後、無店舗／デ
ジタル・ネットワーク型の特徴をもつ定額制
配信サービスが定着すれば、その「価格」の
優位性から各代替案間で大きなシェアをも
つ可能性を示唆している。 
  
第二に、音楽流通においては、現在の小売

形態を選択する際の評価基準としては、書籍
流通と同様に「価格」に対するウェイトが大
きいことを明らかにした。伊藤［2012］では
その評価基準として「品ぞろえ・在庫」が最
重要であり、物理的制約のある店舗型からオ
ンライン販売店（無店舗型）へ移行している
ことをみたが、本分析では「価格」を最重要
とみることから、価格に差が生じる物理型
（レコード・CD）からデジタル・ネットワー
ク型（mp3 等）への移行を捉えることができ
る。 
次に各代替案の満足度では、「サービス・

製品」「品ぞろえ・在庫」「販売促進・広告」
についてはオンライン販売店およびネット
配信サービス、「価格」についてはネット配
信サービスおよび定額制配信サービスに対
するウェイトが大きいことを明らかにした。
とくに前者３つの項目では共通して無店舗



型であるものの物理型とデジタル・ネットワ
ーク型の小売形態が並行して評価されてお
り、音楽流通にある小売形態の各特徴が消費
者に評価されていることを示唆している。 
 
また各コンテンツ流通の総合評価では、書

籍流通では電子書籍がもっともスコアが高
く、次いでオンライン書店、書店、定額制配
信サービス、CVS の順であることを明らかに
した。音楽流通ではネット配信サービスがも
っともスコアが高く、次いでオンライン販売
店、レンタル店、定額制配信サービス、レコ
ード販売店の順であることを明らかにした。
これらのコンテンツ流通を比較してみれば、
共通して無店舗／デジタル・ネットワーク型
の評価が最も高く、続いて無店舗／物理型と
なっている。一方、書籍流通における店舗／
物理型（書店）は総合評価のなかで中位とな
っているが、音楽流通における店舗／物理型
（レコード店）への魅力はもっとも低いもの
となっておりコンテンツ流通での特徴とい
える。 
 
本稿では消費者に選好される小売形態と

いう視点からコンテンツ流通の現状をみた
が、今後の研究ではサプライサイドの視点か
らみたコンテンツ流通のあり方の再整理、そ
して萌芽段階にある定額制配信サービスを
中心にコンテンツ産業をみることを今後の
研究課題としたい。 
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